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平成27年度　介護保険特別会計　決算の概要

１．決算規模・決算収支

（１）決算規模

　平成27年度の決算規模は、

　歳入 千円 （前年度 千円）

歳出 千円 （前年度 千円）

（２）決算収支

　＊実質収支

＊単年度収支

＊実質単年度収支

２．歳入

介護保険料 ‥‥ 千円

国庫負担金 ‥‥ 千円

国庫補助金 ‥‥ 千円

支払基金交付金 ‥‥ 千円

府負担金 ‥‥ 千円

府補助金 ‥‥ 千円

一般会計繰入金 ‥‥ 千円

繰越金 ‥‥ 千円139,459

　平成27年度の歳入歳出差引額（形式収支）は50,426千円で、翌年度に繰越すべき

財源はないため実質収支の額も50,426千円となり、前年度より89,033千円、63.8％

の減となった。

　今年度の実質収支（50,426千円）から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支

は、△89,033千円となり、前年度より114,904千円、444.1％の減となった。

1,099,396

571,824

16,762

545,223

54,207

732,493

4,282,614

4,232,188

4,128,004

3,988,546

1,099,434

となり、決算規模の対前年度比較は、歳入が154,610千円、3.7％の増、歳出が

243,642千円、6.1％の増とそれぞれ前年度を上回った。

　今年度の単年度収支（△89,033千円）に基金の積立金（95,217千円）を加え、実

質単年度収支は6,184千円となった。

　平成27年度の歳入総額は4,282,614千円となり、前年度と比較すると154,610千円、

3.7％の増となった。歳入の概要は、次のとおりである。
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３．歳出

介護保険事業（一般管理） ‥‥ 千円

介護認定審査会事業 ‥‥ 千円

認定調査事業 ‥‥ 千円

保険給付費 ‥‥ 千円

地域支援事業 ‥‥ 千円

介護給付費準備基金積立金 ‥‥ 千円

‥‥ 千円

26,293

9,699

13,978

3,931,600

90,121

95,217

国庫・府負担金等還付金

　平成27年度の歳出総額は4,232,188千円となり、前年度と比較すると243,642千円、

6.1％の増となった。歳出の概要は、次のとおりである。

55,675
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介護保険特別会計　決算の状況

１．歳入

２．歳出

平成27年度決算額 平成26年度決算額

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

1,099,433,800 1,008,849,400

②

（単位：円、％）

1,116,355,517

588,586,492 570,821,043

△ 14,200 △ 11.6

786,700,194 775,609,977

108,100 122,300

17,765,449

諸 収 入

合　　　　計

545,222,969 522,839,000

139,458,742 113,587,067

23,707,425 19,414,076

4,282,613,722 4,128,004,406

0 406,026

0 0

4,293,349 22.1

3.1

△ 406,026 △ 100.0

0 0.0

25,871,675 22.8

増減①－② 増減率
①

22,383,969 4.3

11,090,217 1.4

△ 16,959,517 △ 1.51,099,396,000

増減①－② 増減率
① ②

項　　　　目

3.7154,609,316

（単位：円、％）

平成27年度決算額 平成26年度決算額

52,470,214 59,591,624 △ 7,121,410 △ 12.0

3,931,600,252 3,782,089,107 149,511,145 4.0

90,120,680 83,128,601 6,992,079 8.4

95,217,000 406,026 94,810,974 23,351.0

0 0 0 0.0

△ 0.9

0 0 0 0.0

62,779,397 63,330,306 △ 550,909

4,232,187,543 3,988,545,664 243,641,879 6.1

項　　　　目

保 険 料 9.090,584,400

支 払 基 金 交 付 金

府 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

総 務 費

保 険 給 付 費

地 域 支 援 事 業 費

基 金 積 立 金

公 債 費

合　　　　計

諸 支 出 金

予 備 費
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介護保険特別会計　主要施策の成果

１．一般状況

（１）第１号被保険者の属する世帯数

（２）第１号被保険者数

（表－１）世帯数、人口及び被保険者数の状況

（表－２）第１号被保険者年齢区分（年度末現在）

（３）要介護認定申請者数

（表－３）要介護認定申請件数

市　全　体

（年度末）(A)

介護保険第１号被保険者

（年度末）(B)

11,397

10,942

10,506

世帯数

15,403

28,531

世帯数

72,359

73,319

74,561

人口(人)

104.2

年度

　平成27年度における介護保険第１号被保険者の属する世帯数は、平成27年度当初

10,942世帯であったが、平成27年度末時点の世帯数は11,397世帯となり455世帯増加

した。木津川市の世帯全体に占める割合は39.9％となっている。

（表－１参照）

　平成27年度における介護保険第１号被保険者数は、平成27年度当初16,200人であっ

たが、平成27年度末時点では16,960人となり760人増加した。木津川市全体の人口に

占める割合は22.7％となっている。（表－１、表－２参照）

39.4

人口

21.3 105.5 106.2

世帯数世帯数 人口

第１号被保険者

対前年度比 (%)

人口(人）

105.2

39.9 22.7

H25 38.8

16,200

16,960

27,058

27,757

人10,034

22.1

104.2H27

人

15,403

104.7

人

16,200平成26年度 人

9,043

9,643

H26

第１号被保険者率

(B)/(A) (%)

　　 　 　年齢区分
年度

65歳以上75歳未満 75歳以上

人

16,960 人

6,557 人

6,926

計

平成25年度 人人 6,360

平成25年度 2,324 件 2,085 人

平成27年度

年　　　度 年間申請件数 申請者実数

　平成27年度中における年間の申請件数は2,811件であり、申請者の実人数は2,452人

であった。前年度に比べ申請件数で46件の増加、申請者実数で10人の減少となった。

（表－３参照）

平成26年度 2,765 件 2,462 人

平成27年度 2,811 件 2,452 人
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（４）要介護（要支援）認定者数

（表－４）年度末現在要介護（要支援）認定者数

構成割合(%)

構成割合(%)

構成割合(%)

71

（単位：人）

221

203

100.0

2,688

100.0

2,128

244

9.1

100.0

2,743

合計

2,453

2,617

70

2,292

2,235

2,523

74

H26年度末

65歳以上

75歳未満

75歳以上

H26年度末

H27年度末

要介護
５

要介護
４

要介護
３

要介護
２

要介護
１

要支援
２

H25年度末

H26年度末

H27年度末

H25年度末

年度

H25年度末

H26年度末

H27年度末

H25年度末

要支援
１

356 448 373

H27年度末

H25年度末

430 489 385

48

H26年度末

H27年度末

273 391

60 80

72 72

414 389

362 250

341 398 412 491 395 344 236

334 228 2,669

46 75 34 48 43 50 29

62 49 50 33 382

325

50 55 41 51 36 377

227 316 322 400 330 312

281 318 364 429 346 294

11 10

342 317 380 434 344 283

8

11 10

192

5 10 11 14 9

89 11 9 16 10

17 10 6 9

373

11.0 15.9 14.5 18.3

462 382

421

15.2 15.8 18.9

507

260

10.315.1 14.8

367

14.6 16.0 18.5 14.4 12.4

405 352

15.1 13.1

409

第2号被保険者

第1号被保険者

総　数

11

278 401

8.6

　平成27年度末における要介護（要支援）の認定者数は、総数で2,743人であり、前

年度に比べ55人、2.0％の増加となった。

　内訳としては、第１号被保険者数が全体に占める割合は97.3％の2,669人であり、

内65歳以上75歳未満の方が13.7％の377人、75歳以上の方が83.6％の2,292人となり、

また、第２号被保険者数が全体に占める割合は2.7％の74人となっている。

　要介護（要支援）認定別では、要介護２と認定された方が最も多く、全体の18.5％

を占め、次いで要介護１の16.0％、以下、要支援１の15.5％、要支援２の14.6％、要

介護３の14.4％、要介護４の12.4％、そして、要介護５の8.6％となっている。

（表－４参照）

425 400 440 506 395 340 237

350

13.0

15.5
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（５）介護保険事業計画等策定委員会

①委員

学識経験者３人、議会議員の代表者１人、各種関係団体の代表者１１人、

介護者の代表者等５人、行政機関の代表者２人　　合計２２名

②委員会

　

２．介護保険給付の状況

（１）保険給付

平成27年度は、委員会を１回開催し、第７次木津川市高齢者福祉計画・第６期木津

川市介護保険事業計画の具体的な取り組みの進捗状況についての報告を行った。

　平成27年度における保険給付の総額は3,927,638,932円となり、前年度に比べて

149,234,125円、3.9％の増加となった。

　保険給付の種類別では、介護給付費が3,725,717,645円、予防給付費が201,921,287

円となり、前年度と比較して、介護給付費は3.7％、予防給付費は9.0％の増加であっ

た。

　また、介護給付費では、居宅介護サービス費が1,691,464,813円と最も多く、介護

給付費に占める割合は45.4％となり、次いで施設介護サービス費が1,191,269,910円

で32.0％であり、これらの介護給付費で全体の77.4％を占める。

　予防給付費では、居宅介護予防サービス費が161,428,742円と予防給付費全体に占

める割合が79.9％となった。（表－５－１参照）
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（表－５－１）各年度保険給付別費用額

公費負担分を除く。

（表－５－２）各年度審査支払手数料（共同処理手数料を除く）

審査支払手数料（円）

80.6 1,689,215,398 45.6

H26

H25

81.1 1,762,562,790 46.6

144,408,141
居宅介護（予
防）サービス費

H27

1,612,373,979 44.9 150,188,811

1,691,464,813 45.4 161,428,742

1,544,807,257 43.8

79.9 1,852,893,555 47.2

地域密着型介護
（予防）サービ
ス費

H25 319,466,959 9.1 4,524,179 2.5 323,991,138 8.7

H26 371,724,797 10.3 2,962,378 1.6 374,687,175 10.0

H27 419,362,721 11.3 4,281,987 2.1 423,644,708 10.8

施設介護サービ
ス費

H25 1,268,219,996 36.0 0 0.0 1,268,219,996 34.2

H26 1,207,421,188 33.6 0 0.0 1,207,421,188 32.0

H27 1,191,269,910 32.0 0 0.0 1,191,269,910 30.3

居宅介護（予
防）福祉用具購
入費

H25 6,258,729 0.2 1,451,186 0.8 7,709,915 0.2

H26 6,075,788 0.2 1,991,403 1.1 8,067,191 0.2

H27 6,053,305 0.2 2,011,167 1.0 8,064,472 0.2

居宅介護（予
防）住宅改修費

H25 16,034,660 0.5 9,847,774 5.5 25,882,434 0.7

H26 14,237,775 0.3 10,243,313 5.5 24,481,088 0.6

H27 16,453,232 0.4 9,583,737 4.7 26,036,969 0.7

居宅介護（予
防）サービス計
画費

H25 171,232,489 4.9 18,783,334 10.5 190,015,823 5.1

H26 181,254,800 5.0 19,722,028 10.6 200,976,828 5.3

H27 192,921,165 5.2 24,548,553 12.3 217,469,718 5.5

高額介護（予
防）サービス費

H25 67,237,979 1.9 0 0.0 67,237,979 1.8

H26 67,774,304 1.9 0 0.0 67,774,304 1.8

H27 73,927,359 2.0 0 0.0 73,927,359 1.9

高額医療合算介
護（予防）サー
ビス費

H25 7,783,009 0.2 20,039 0.0 7,803,048 0.2

H26 9,447,473 0.3 43,115 0.0 9,490,588 0.3

H27 10,540,169 0.3 16,371 0.0 10,556,540 0.3

特定入所者介護
（予防）サービ
ス費

H25 124,756,765 3.5 59,150 0.0 124,815,915 3.4

H26 122,896,805 3.4 46,850 0.1 122,943,655 3.3

100.0

H26

H27 123,724,971 3.3 50,730 0.0 123,775,701

100.0 3,778,404,807185,197,898 100.0

3.2

合　　計

H25 3,525,797,843 100.0 179,093,803 100.0 3,704,891,646

合計（円）
構成比
(%)

H27 3,725,717,645 100.0 201,921,287 100.0 3,927,638,932

3,593,206,909 100.0

年　度

平成25年度 4,098,500

100.0

保険給付の種類 年度 介護給付費（円）
構成比
(%)

予防給付費（円）
構成比
(%)

対前年度比(%)

105.7

89.9

107.5

平成26年度

平成27年度

3,684,300

3,961,320
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（２）介護保険サービスの利用状況

①在宅サービス

ア　訪問介護（ホームヘルプ）

（表－６）年度別訪問介護利用状況

イ　訪問入浴介護

（表－７）年度別訪問入浴介護利用状況

ウ　訪問看護

（表－８）年度別訪問看護利用状況

回 1,276 回 16,401平成27年度 15,125

回 115.9

回 115.0

回 109.4

13,042

平成26年度 13,964 回 1,033 回 14,997

0

平成25年度 12,300 回 742 回

回

92.4平成27年度 1,392

年　　度 第１号被保険者 第２号被保険者 合　　計 対前年度比(%)

回

104.7

回 1,392 回

年　　度 第１号被保険者 第２号被保険者 合　　計

平成25年度

1,507 1,507 回 112.5

1,340

85,977 回回

1,336 4

回

84,787 回

0 回

平成26年度 回

2,907

回

回

平成27年度

平成26年度

82,033

対前年度比(%)

平成25年度 105.377,692 回3,265回 80,957

年　　度 第１号被保険者 第２号被保険者 合　　計

回

回

対前年度比(%)

2,754

101.4

回 88.7

83,070

　平成27年度における訪問介護サービスは、第１号被保険者で年間83,070回、第２

号被保険者で2,907回の利用があり、総利用回数は85,977回であった。

　前年度と比較して、1,190回、1.4％の増加となった。（表－６参照）

　平成27年度における訪問入浴介護は、第１号被保険者で年間1,392回、第２号被

保険者では利用がなく、総利用回数は1,392回であった。

　前年度と比較して、115回、7.6％の減少となった。（表－７参照）

　平成27年度における訪問看護は、第１号被保険者で年間15,125回、第２号被保険

者で1,276回の利用があり、総利用回数は16,401回であった。

　前年度と比較して、1,404回、9.4％の増加となった。（表－８参照）
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エ　訪問リハビリテーション

（表－９）年度別訪問リハビリテーション利用状況

オ　居宅療養管理指導

（表－１０）年度別居宅療養管理指導利用状況

カ　通所介護（デイサービス）

（表－１１）年度別通所介護利用状況

キ　通所リハビリテーション（デイケア）

平成27年度 72,871

　平成27年度における通所リハビリテーションは、第１号被保険者で年間11,334

回、第２号被保険者で438回の利用があり、総利用回数は11,772回であった。

　前年度と比較して、493回、4.0％の減少となった。（表－１２参照）

回 106.2回 1,054 回 73,925

1,271 回 69,587

回 99.2

回 100.5

平成25年度 67,663 回

平成26年度 68,316 回

平成27年度 3,291

　平成27年度における通所介護は、第１号被保険者で年間72,871回、第２号被保険

者で1,054回の利用があり、総利用回数は73,925回であった。

　前年度と比較して、4,338回、6.2％の増加となった。（表－１１参照）

1,569

年　　度 第１号被保険者 第２号被保険者

回

合　　計

69,232

人 100.8

対前年度比(%)

人 18 人 3,309

人 3,284

人 107.1

人 118.3

2,725 人

平成26年度 3,255 人 29

対前年度比(%)

　平成27年度における居宅療養管理指導は、第１号被保険者で年間3,291人、第２

号被保険者で18人の利用があり、総利用人数は3,309人であった。

　前年度と比較して、25人、0.8％の増加となった。（表－１０参照）

52

年　　度 第１号被保険者 第２号被保険者

人

合　　計

2,777平成25年度

回 88 回 6,127平成27年度 6,039

6,206

回 104.9

回 114.6

回 98.7

回

平成26年度 6,140 回 66 回

対前年度比(%)

223

年　　度 第１号被保険者 第２号被保険者

回

合　　計

5,417平成25年度 5,194

　平成27年度における訪問リハビリテーションは、第１号被保険者で年間6,039

回、第２号被保険者で88回の利用があり、総利用回数は6,127回であった。

  前年度と比較して、79回、1.3％の減少となった。（表－９参照）
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（表－１２）年度別通所リハビリテーション利用状況

ク　短期入所生活介護（ショートステイ）

（表－１３）年度別短期入所生活介護利用状況

ケ　短期入所療養介護（ショートステイ）

（表－１４）年度別短期入所療養介護利用状況

コ　福祉用具貸与

（表－１５）年度別福祉用具貸与利用状況

年　　度 第１号被保険者

回 438 回 11,772平成27年度 11,334

回 106.5

回 112.7

回 96.0

10,885平成25年度 10,375 回

平成26年度 12,054 回 211 回 12,265

対前年度比(%)

510

年　　度 第１号被保険者 第２号被保険者

回

合　　計

第２号被保険者 合　　計 対前年度比(%)

　平成27年度における短期入所生活介護は、第１号被保険者で年間18,496日、第２

号被保険者で305日の利用があり、総利用日数は18,801日であった。

　前年度と比較して、762日、3.9％の減少となった。（表－１３参照）

平成25年度 19,545 日 477 日 20,022

平成26年度 19,111 日 452 日 19,563

日 93.1

日 97.7

日 96.1

対前年度比(%)年　　度 第１号被保険者 第２号被保険者

日 305 日 18,801平成27年度 18,496

合　　計

平成25年度

日 24 日 800

820 日 16 日 88.6

日 95.7

日 118.1

日 836

776

日 6 日 945平成27年度 939

平成26年度

第２号被保険者

人 8,865

合　　計

272

対前年度比(%)

平成25年度 8,593 人

人

平成27年度

108.7

8,456

年　　度 第１号被保険者

人

人 86.8

9,744 人 109.9

　平成27年度における短期入所療養介護は、第１号被保険者で年間939日、第２号

被保険者で6日の利用があり、総利用日数は945日であった。

　前年度と比較して、145日、18.0％の増加となった。（表－１４参照）

　平成27年度における福祉用具貸与は、第１号被保険者で年間8,160人、第２号被

保険者で296人の利用があり、総利用人数は8,456人であった。

　前年度と比較して、1,288人、13.2％の減少となった。（表－１５参照）

8,160 人 人296

平成26年度 9,489 人 255
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サ　特定福祉用具販売

（表－１６－１）年度別特定福祉用具販売利用状況

（表－１６－２）年度別利用件数（額）

シ　住宅改修

（表－１７－１）年度別住宅改修利用状況

（表－１７－２）年度別利用件数（額）

26,036,969

円

円平成27年度 292 件

84,034

円 89,168

円

平成26年度 272 件 24,481,088 円 90,004

人 7 人

平成25年度 308 件 25,882,434

269

円

11 人 279

108.5

年　　度 利用件数（Ａ） 支払金額（Ｂ） １件当りの利用金額(B)/(A)

平成27年度 262

248

人

人

年　　度 第１号被保険者 第２号被保険者 合　　計

平成26年度 243 人

円

対前年度比(%)

人 88.9

平成25年度 268 人 113.4

5 人

円

8,064,472 円

26,678

件

円

29,768 円

28,396 円平成27年度

件

件

289

271

284

平成25年度

平成26年度 8,067,191

支払金額（Ｂ） １件当りの利用金額(B)/(A)

平成27年度 248 人 10

人 106.1

平成26年度 241 人 11 人 252

対前年度比(%)

人

合　　計年　　度

　平成27年度における特定福祉用具販売は、第１号被保険者で年間248人、第２号

被保険者で10人の利用があり、総利用人数は258人であった。

　１件当りの利用金額は28,396円となった。前年度と比較して、6人、2.4％の増加

となった。（表－１６－１、表－１６－２参照）

第２号被保険者

94.7

平成25年度 人 266

人 102.4

年　　度 利用件数（Ａ）

　平成27年度における住宅改修は、第１号被保険者で年間262人、第２号被保険者

で7人の利用があり、総利用人数は269人であった。

　１件当りの利用金額は89,168円となった。前年度と比較して、21人、8.5％の増

加となった。（表－１７－１、表－１７－２参照）

7,709,915

258人

255 人

第１号被保険者

11
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ス　特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム、ケアハウス等）

（表－１８）年度別特定施設入居者生活介護利用状況

セ　居宅介護支援

（表－１９）年度別居宅介護支援利用状況

②地域密着型サービス

ア　認知症対応型共同生活介護（グループホーム）

（表－２０）年度別認知症対応型共同生活介護利用状況

平成27年度 28,135 日 0 日 28,135

日 127.8

日 119.8

日 97.7

24,027

平成26年度 28,785 日 0 日 28,785

平成27年度 18,082

平成25年度 24,027 日 0

年　　度 第１号被保険者 第２号被保険者

日

合　　計 対前年度比(%)

人 563 人 18,645

人 107.0

人 104.5

人 108.5

16,455

平成26年度 16,708 人 481 人 17,189

平成27年度 20,158

平成25年度 15,906 人 549

年　　度 第１号被保険者 第２号被保険者

人

合　　計 対前年度比(%)

日 0 日 20,158

日 128.0

日 126.9

日 92.5

平成26年度 21,788 日 0 日 21,788

平成25年度 17,165 日

年　　度 第１号被保険者 第２号被保険者 合　　計 対前年度比(%)

17,165

　平成27年度における特定施設入居者生活介護は、第１号被保険者で年間20,158

日、第２号被保険者では利用がなく、総利用日数は20,158日であった。

　前年度と比較して、1,630日、7.5％の減少となった。（表－１８参照）

　平成27年度における居宅介護支援サービスは、第１号被保険者で年間12,847人、

第２号被保険者で432人、総利用人数は13,279人であった。

　前年度と比較して、3,910人、22.7％の減少となった。（表－１９参照）

0 日

　平成27年度における認知症対応型共同生活介護は、第１号被保険者で年間28,135

日、第２号被保険者では利用がなく、総利用日数は28,135日であった。

　前年度と比較して、650日、2.3％の減少となった。（表－２０参照）

12



イ　認知症対応型通所介護

（表－２１）年度別認知症対応型通所介護利用状況

ウ　小規模多機能型居宅介護

（表－２２）年度別小規模多機能型居宅介護利用状況

エ　夜間対応型訪問介護

　平成27年度における夜間対応型訪問介護は、利用がなかった。

オ　地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

カ　地域密着型特定施設入居者生活介護

　平成27年度における地域密着型特定施設入居者生活介護は、利用がなかった。

675

人

人559

人 12 人 687平成27年度

474 人

115.0

人 122.9

平成26年度 546 人 13 人

142.8

対前年度比(%)

12

年　　度 第１号被保険者 第２号被保険者

人

合　　計

486平成25年度

回 0 回 2,162平成27年度 2,162

回 82.9

回 101.5

回 121.7

1,751

平成26年度 1,777 回 0 回 1,777

平成25年度 1,751 回 0

年　　度 第１号被保険者 第２号被保険者

回

合　　計 対前年度比(%)

　平成27年度における地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護は、利用がな

かった。

　平成27年度における認知症対応型通所介護は、第１号被保険者で年間2,162回、

第２号被保険者では利用がなく、総利用回数は2,162回であった。

　前年度と比較して、385回、21.7％の増加となった。（表－２１参照）

　平成27年度における小規模多機能型居宅介護は、第１号被保険者で年間675人、

第２号被保険者で年間12人、総利用人数は687人であった。

　前年度と比較して、128人、22.9％の増加となった。（表－２２参照）
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③施設サービス

ア　介護老人福祉施設

（表－２３）年度別介護老人福祉施設利用状況

イ　介護老人保健施設

（表－２４）年度別介護老人保健施設利用状況

ウ　介護療養型医療施設

（表－２５）年度別介護療養型医療施設利用状況

年　　度 第１号被保険者 第２号被保険者 合　　計 対前年度比(%)

平成25年度

平成26年度 82,003 日 863 日 96.8

日 98.3

84,061 日 1,567 日 85,628

日 502 日 81,461

97.7322

　平成27年度における介護老人保健施設の利用日数は、第１号被保険者で年間

45,143日、第２号被保険者で309日の利用があり、総利用日数は45,452日であっ

た。

　前年度と比較して、4,358日、10.6％の増加となった。（表－２４参照）

平成27年度 80,959

年　　度 第１号被保険者 第２号被保険者

日

合　　計

96.9

対前年度比(%)

日 110.6

42,430

日 309 日 45,452

日 41,094

平成27年度

日

平成26年度 40,996 日 98 日

平成25年度 42,108 日

年　　度 第１号被保険者 第２号被保険者 合　　計

日

対前年度比(%)

9,014 日 83.3

　平成27年度における介護療養型医療施設の利用日数は、第１号被保険者で年間

7,210日、第２号被保険者で21日の利用があり、総利用日数は7,231日であった。

　前年度と比較して、1,783日、19.8％の減少となった。（表－２５参照）

平成25年度 10,638 日 189 日 10,827

平成27年度 7,210 21 日 7,231 日 80.2日

平成26年度 8,939 日 75

83.8

日

45,143

82,866

日 100.6

日

　平成27年度における介護老人福祉施設の利用日数は、第１号被保険者で年間

80,959日、第２号被保険者で502日の利用があり、総利用日数は81,461日であっ

た。

　前年度と比較して、1,405日、1.7％の減少となった。（表－２３参照）
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④介護保険在宅サービスの利用状況

（表－２６）介護保険在宅サービス利用状況

要介護度年度

　平成27年度において在宅で何らかのサービスを受けられた被保険者数は、延べ

18,893人であった。また、利用可能単位数に対する利用単位数、いわゆる限度額に対

する利用割合は平均で65.6％となっている。（表－２６参照）

4,970 7,092,190

支給限度額
(D)

(単位/人)

利用可能
単位数

(E)=(A)×(D)
（単位）

3,814,075

要支援１

H25

H26

H27

1,427 53.8%2,673

1,718 4,627,170 2,693 4,970 8,538,460 54.2%

2,245 5,529,521 2,463 5,003 11,231,735 49.2%

要支援２

H25 2,917 13,494,402 4,626 10,400

H27 3,124 13,277,118 4,250

30,336,800 44.5%

H26 3,023 13,649,460 4,515 10,400 31,439,200 43.4%

10,473 32,717,652 40.6%

要介護１

H25 2,749 23,832,718 8,670 16,580 45,578,420

56,802,876

52.3%

H26 3,072 27,271,992 8,878 16,580 50,933,760 53.5%

H26

H27 3,403 30,007,563 8,818 16,692

59.5%

52.8%

要介護２

H25 3,699 43,405,662 11,734 19,480 72,056,520 60.2%

82,975,680

4,114 47,715,570 11,598 19,480 80,140,720

H26

H27 4,230 52,741,834 12,469 19,616

70.9%

63.6%

要介護３

H25 2,786 52,415,118 18,814 26,750 74,525,500 70.3%

83,351,445

2,831 53,671,799 18,959 26,750 75,729,250

H26

H27 3,095 59,914,956 19,359 26,931

81.1%

71.9%

要介護４

H25 2,054 49,998,207 24,342 30,600 62,852,400 79.5%

54,095,336

35,830 35,400,040

1,914 47,524,698 24,830 30,600 58,568,400

H26

H27 1,756 43,896,221 24,998 30,806

80.5%

81.1%

要介護５

H25 1,022 30,229,630 29,579 35,830 36,618,260 82.6%

329,060,090 66.0%

H26

H27 1,040 29,891,441 28,742 36,065 37,507,600

65.6%

合計

H25 16,654 217,189,812

H27 18,893 235,258,654

222,972,336

限度額に対す
る利用割合
(F)=(B)/(E)

人数
(A)

（人）

利用単位数
(B)

（単位）

平均利用
単位数

(C)＝(B)/(A)
（単位）

988 28,511,647 28,858

358,682,324

340,749,830 65.4%

79.7%

17,660
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（３）その他介護サービス費の状況

①高額介護サービス費

（表－２７）高額介護サービス費の状況

②　高額医療合算介護（予防）サービス費

（表－２８）高額医療合算介護（予防）サービス費の状況

③　特定入所者介護サービス費

（表－２９）特定入所者介護サービス費の状況

年　　度 件　数(A) 高額介護サービス費支給額(B) 1件当りの利用金額(B)/(A)

平成25年度 6,320 件 67,237,979 円

平成26年度 6,648 件 67,774,304 円 10,195

平成27年度 7,078 件 73,927,359 円 10,445

年　　度 件　数(A)
高額医療合算介護（予防）

サービス費支給額(B) 1件当りの利用金額(B)/(A)

平成25年度 295 件 7,803,048 円

円／件

円／件

円／件

111.5

100.8

109.1

10,639

26,451 円／件 109.1

平成26年度 354 件 9,490,588 円 26,810 円／件

件 10,556,540 円 27,349 円／件 111.2

対前年度比(%)

対前年度比(%)

年　　度 件　数(A)
特定入所者介護サービス費

支給額(B) 1件当りの利用金額(B)/(A) 対前年度比(%)

121.6

平成27年度

円／件

386

平成25年度 6,074 件 124,815,915 円

20,348

20,549 円／件 105.0

平成26年度 6,019 件 122,943,655 円 20,426 98.5

100.7平成27年度 6,083 件 123,775,701 円 円／件

　平成27年度の高額介護サービス費の支給額は73,927,359円となり、保険給付費総額

の1.9％を占めている。前年度に比べ6,153,055円、9.1％の増加となった。

　高額介護サービス費支給件数は7,078件となり、1件当りの支給額は10,445円となっ

た。（表－５－１、表－２７参照）

　平成27年度の高額医療合算介護（予防）サービス費の支給額は10,556,540円とな

り、保険給付費総額の0.3％を占めている。前年度に比べ1,065,952円、11.2％の増加

となった。

　高額医療合算介護（予防）サービス費支給件数は386件となり、1件当りの支給額は

27,349円となった。（表－５－１、表－２８参照）

　平成27年度の特定入所者介護サービス費は123,775,701円となり、保険給付費総額

の3.2％を占めている。前年度に比べ832,046円、0.7％の増加となった。

　特定入所者介護サービス費支給件数は6,083件となり、1件当りの支給額は20,348円

となった。（表－５－１、表－２９参照）
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３．経理状況

（表－３０－１）収支に関する調書

(1)継続費逓次繰越額

(3)事故繰越し繰越額

5.実質収支
(E)=(C)-(D)

実質収支のうち地方自治法第233
条の2の規定による基金繰入金額

6.前年度実質収支
(F)

7.単年度収支
(G)=(E)-(F)

9.繰上償還
(I)

10.基金取り崩し額
(J)

11.実質単年度収支
(K)=(G)+(H)+(I)-(J)

6,184,437 26,277,701 △ 20,093,264 23.5

95,217,000

区分

1.歳入決算額
(A)

2.歳出決算額
(B)

3.形式収支
(C)=(A)-(B)

4.翌年度に繰り越すべ
き財源(D)

△ 89,032,563

0

0

0

0 0 0 －

(2)繰越明許費繰越額

0 0 0 －

8.基金積立金
(H)

25,871,675 △ 114,904,238 △ 344.1

406,026 94,810,974 23,451.0

0 0 －

139,458,742 113,587,067 25,871,675 122.8

0 0 －

50,426,179 139,458,742 △ 89,032,563 36.2

0 0 －

0 0 0 －

50,426,179 139,458,742 △ 89,032,563 36.2

0 0 0 －

4,232,187,543 3,988,545,664 243,641,879 106.1

平成27年度(ｱ)
　　　　　　円

平成26年度(ｲ)
　　　　　　円

比較(ｱ)-(ｲ)
　　　　　　円

比較(ｱ)/(ｲ)
　　　　％

4,282,613,722 4,128,004,406 154,609,316 103.7

　平成27年度の決算規模は、歳入が4,282,613,722円で、前年度対比3.7％の増、歳出は

4,232,187,543円で、前年度対比6.1％の増となり、差引50,426,179円となった。

　これを単年度収支でみると、平成26年度からの繰越金139,458,742円を引くと、

89,032,563円の赤字となった。

  また、介護保険給付費準備基金の積立金として95,217,000円を積立したため、実質単

年度収支は6,184,437円の黒字収支となった。（表－３０－１、表－３０－２参照）

　なお、国庫・府支出金・支払基金については翌年度清算となるため、平成28年度にお

いて25,604,779円を返還する予定である。
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（表－３０－２）財産に関する調書

４．地域支援事業の状況

（１）介護予防事業

①二次予防事業

◇運動器機能向上事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

②一次予防事業

◇パンフレットの配布　　　　　　　　　　　　　 円

◇生きがい対応型デイサービス事業　　　　　　　　　　　 円

◇一般高齢者運動器機能向上事業　　　　　　 円

（２）包括的支援事業

◇総合相談事業　　　　　　　　 円

◇包括的・継続的マネジメント支援事業 円

（内、地域包括支援センター委託料として

（３）任意事業

◇紙おむつ給付事業 円

介護保険給付費準備
基金

322,339,860

11,704,800

95,217,000 417,556,860

（円）

10,420,470

15,734,000

74,085

10,458,000

2,307,640

7,223,000

　在宅の要介護３以上の高齢者等に、紙おむつの給付事業を行った。

8,400,000 円 ）

　被保険者が要介護状態となることを予防するとともに、要介護状態となった場合にお

いても、可能な限り、地域において自立した日常生活を営むことができるように支援す

るため、虚弱高齢者等を対象として介護予防を推進するとともに、地域における包括

的・継続的なマネージメント機能を強化するための地域支援事業を実施した。

区　　　分 前年度末現在高 決算年度中増減高 決算年度末現在高

　地域包括支援センターにおいて、包括的支援事業を一体的に実施し、地域の高齢者

の心身の健康保持と生活の安定のために必要な援助を行った。

　地域における虚弱高齢者の把握に努めるとともに、虚弱高齢者に対し介護予防の観

点から運動器機能の向上を目的とする通所型介護予防事業を市内２事業所で行った。

　高齢者の地域介護予防活動支援事業として、一人暮らし高齢者等に日常動作訓練や

趣味活動等の各種事業を行った。

　高齢者の介護予防普及啓発事業として、パンフレットの配布等を行った。
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